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市税市税
5858 億億 29962996 万円（18.1％）万円（18.1％）

使用料・寄附金使用料・寄附金
・繰越金・繰入金など・繰越金・繰入金など
4343 億億 93729372 万円（13.6％）万円（13.6％）

地方交付税地方交付税
110110 億億 52425242 万円（34.3％）万円（34.3％）

その他（地方消費税交付金など）
20億 4344 万円（6.4％）

県支出金県支出金
2121億億 60726072 万円（6.7％）万円（6.7％）

国庫支出金国庫支出金
4141億億 48794879 万円（12.9％）万円（12.9％）

市債市債
2525億億 88088808 万円（8.0％）万円（8.0％）

※おことわり…表やグラフの金額は、１万円未満の端数処理
をしていないため、合計が一致しない場合があります。

問 財政課　 （２５）８１１１８１１１

　　　  　自主財源
                102 億 2368 万円（31.7％）

【市　税】
　市民税は、個人市民税が 1.8％の増、法人市民税
が 5.9％の増となりました。
　固定資産税は、土地で 7.2％の減、家屋で 5.1％
の増、償却資産で 6.3％の増となりました。
　市税全体では 2.2％の増となりました。

　　　  　依存財源
　　　  　219 億 9345 万円（68.3％）

　市債が６億 4927 万円の増となりましたが、地
方特例交付金が２億 2267 万円の減、地方交付税
が１億 3738 万円の減となりました。
　また、新型コロナウイルス感染症緊急経済対策に
よる子育て世帯への臨時特別給付金の給付終了や、
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
の減などによって国庫支出金が 11 億 576 万円の
減となり、依存財源全体では 4.9％の減となりまし
た。

　　　義務的経費　136 億 42 万円（43.2％）

　人件費が 1.3％、公債費が 2.2％の増、扶助費が
10.3％の減となり、義務的経費全体で 3.0％の減
となりました。

　　　一般行政経費　103 億 6367 万円（33.0％）

　物件費が 1.8％、維持補修費が 80.7％、補助費
が 7.1％の増となり、一般行政経費全体では 5.7％
の増となりました。

扶助費扶助費（社会保障など）（社会保障など）
4949 億億 49464946 万円（15.7％）万円（15.7％）

公債費公債費（借入金返済など）（借入金返済など）
3434 億億 36923692 万円（10.9％）万円（10.9％）

人件費人件費（職員の給与など）（職員の給与など）
5252 億億 14041404 万円（16.6％）万円（16.6％）

繰出金繰出金（特別会計へ支出する経費）（特別会計へ支出する経費）
2121億億 57105710 万円（6.9％）万円（6.9％）

投資的経費投資的経費（施設の整備、改修など）（施設の整備、改修など）
3434 億億 834834 万円（10.8％）万円（10.8％）

積立金積立金（将来に備えての積み立て）（将来に備えての積み立て）
1818 億億 34113411 万円（5.8％）万円（5.8％）

投資・出資・貸付金投資・出資・貸付金
80008000 万円（0.3％）万円（0.3％）

維持補修費（施設の維持補修など）
２億 4521 万円（0.8％） 物件費物件費（備品購入費や委託料など）（備品購入費や委託料など）

4646億億 16831683 万円（14.7％）万円（14.7％）

補助費等
（各団体への補助金や負担金など）
55億 163 万円（17.5％）

性質別

●大きく増加したものは？
　教育費では、今津中学校大規模改
造事業や公民館・図書館等の教育
施設長寿命化事業の増などによっ
て 18.0％の増、総務費では、財政
調整基金等の基金積立金の増などに
よって 2.6％の増、公債費では、地
方債の償還金の増によって 2.2％の
増となりました。

●大きく減少したものは？
　土木費では、道路除雪業務委託料
の減などによって 10.0％の減、消
防費では、消防施設整備事業（消防
ポンプ自動車購入等）の減などに
よって 4.7％の減、農林水産業費で
は、畜産・酪農収益力強化整備等特
別対策事業や上安曇地区経営体育
成基盤整備事業の減などによって
4.4％の減となりました。

目的別
議会費議会費
　１　１億億 59875987 万円（0.5％）万円（0.5％）

総務費総務費（企画や地域振興等）（企画や地域振興等）
　57　57 億億 13611361 万円（18.2％）万円（18.2％）

衛生費衛生費（健康や環境等）（健康や環境等）
　29 億 1286 万円（9.3％）

労働費
   3262 万円（0.1％）

民生費民生費（福祉や医療等）（福祉や医療等）
　94　94 億億 69756975 万円万円（30.1％）（30.1％）

公債費公債費（借入金返済）（借入金返済）
　34　34 億億 36933693 万円（10.9％）万円（10.9％）
災害復旧費災害復旧費
　　45404540 万円（0.1％）万円（0.1％）
教育費教育費（（学校や社会教育、保健体育等学校や社会教育、保健体育等））
　32　32 億億 87768776 万円（10.5％）万円（10.5％）

商工費商工費（商工業や観光等）（商工業や観光等）
　５　５億億 323323 万円（1.6％）万円（1.6％）
農林水産業費農林水産業費（農村振興や森林水産等）（農村振興や森林水産等）
　14　14 億億 85088508 万円（4.7％）万円（4.7％）
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　　   左記以外の経費　74 億 7955 万円（23.8％）

　積立金などが増加したことによって 0.8％の増
となりました。

どうして歳出が増加したの？
1713 万円

322 億
普通会計　歳入

普通会計　歳出

314 億
4364 万円

314 億
4364 万円

普通会計　歳出

学校施設の大規模改造事業や公民館、

図書館などの公共施設の長寿命化事

業を実施したことによるものです。

消防費消防費
　10　10 億億 57065706 万円（3.4％）万円（3.4％）
土木費土木費（（道路や河川、都市計画等道路や河川、都市計画等））
　33　33 億億 39473947 万円（10.6％）万円（10.6％）
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　基金は「財政調整基金」から、財源調整のために
10 億 3671 万円を取り崩したほか、「地域活性化
基金」や「水と緑のふるさとづくり基金」などから、
９億 3570 万円の取り崩しを行い、まちづくり活
動や公共交通対策、ふるさと納税寄附金を活用した
各事業に充当しました。
　また、公共施設の老朽化対策など、将来への備え
として、「公共施設整備基金」などの特定目的基金
に 11 億 4727 万円の積み立てなどを行いました。
▼基金の年度別推移▼市債の年度別推移

▼経常収支比率の推移

　令和４年度末の市債現在高は、前年度に比べ７億
7984 万円減少しました。これは、投資的経費に充当
する市債発行額が６億 4927 万円増額となりました
が、元金償還額が市債発行額を上回ったことによるも
のです。
　市債を発行したものは、合併特例事業債、過疎対策
事業債、防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債、辺
地対策事業債など、いずれも国からの財源補てん割
合が高い有利な借入金としています。

　これは、分子となる公債費などの経常的経費に充
当する経常一般財源が増加したことと、普通交付税、
地方特例交付金など、分母となる経常一般財源が減
少したことによるものです。

基金（貯金）
将来の備えとして「公共施設整備基金」に積み立て

市債（借入金）
令和３年度より８億円減

経常収支比率
前年度より 4.2 ポイント悪化
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　市の財政状況を示す指標は、県内平均を上回っ
ていますが、毎年改善傾向にあります。

財政健全化判断比率
将来負担比率がなしに

※本市は、実質収支および連結実質収支が黒字のため、
　①と②の比率は算定されません。

健全化判断比率の状況
令和
３

年度

令和
４

年度
早期健全
化基準

財政再生
基準

県内市町
平均

（R3）
①実質赤字
　比率 － － 12.63 20.0 －

②連結実質
　赤字比率 － － 17.63 30.0 －

③実質公債
　費比率 9.6 8.7 25.0 35.0 5.1

④将来負担
　比率 1.3 － 350.0 － －

  単位：％

●経常収支比率…
　自治体の財政構造の弾力性を判断する指標の１つ
で、人件費や扶助費、公債費のように毎年経常的に
支出する経費が、経常的に収入される一般財源額に
占める割合で、この比率が高いほど自由に使える財
源がなく、財政的に余裕がないといえます。

●実質公債費比率…
　市債（借入金）の返済額を指標化し、資金繰りの深
刻度を示すものです。
●将来負担比率…
　将来払っていく可能性のある負債（借入金等）の残
高を指標化し、将来の財政圧迫の度合いを示すもので
す。

レッド
カード

イエロー
カード

令和４年度に実施した主な事業
【第２次高島市総合計画から】 【電源・防衛事業から】

１　「かもす」産業・経済
▼インバウンド誘客促進事業
　 外国人観光客獲得のための誘客活動 868万円

▼特産品海外販売戦略事業
　 特産品の海外販路拡大 1548万円

▼企業活動支援事業
　 市内企業の設備投資等に対する経費の一部支援 6008万円

２　「あゆむ」子育て・教育
▼今津中学校大規模改造事業
　 長寿命化を目的とした今津中学校大規模改造工事 6億 8504万円

▼学校給食費負担金の無償化
　 経済的負担軽減のため小中学生の学校給食費の完全無償化 １億 5139万円

▼在宅育児支援事業　　　
　 １歳児、２歳児を日中家庭で子育てする保護者等への支援 6849万円

３　「つむぐ」健康・福祉
▼福祉医療事業
　 障がい者、高齢者や中学生までの医療費を助成 ３億 1294万円

▼介護人材確保対策事業
　 介護サービスの安定的な提供のため家賃などの一部助成 466万円

４　「せせらぐ」暮らし・文化
▼新たな住民自治の仕組みづくり事業
　 住民自治協議会の運営支援 2239万円

▼消防施設整備事業
　 消防団ポンプ自動車、軽積載車の更新など 4770万円

５　「ささえる」生活基盤
▼公共交通対策事業
　 路線バス運行経費やコミュニティバス購入費の補助など ２億 4191万円

▼消雪設備整備事業
　 消雪管の新設および更新 ２億 2486万円

６　「こころざす」行政経営
▼びわ湖高島えんむすび事業
　 ふるさと納税制度に係る返礼品の拡充、ＰＲなど ３億 1172万円

▼広報関係事業
　 市ホームページのリニューアルなど 3156万円

　電源立地地域対策交付金事業
　発電用施設周辺地域の生活環境の整備を行う
ため、文部科学省および経済産業省からの交付
金を受け、各種事業を実施しました。

・教育機器の整備 2310万円
・図書館の運営 2000万円
・市道消雪装置の調査洗浄 1408万円
・市道消雪装置の長寿命化工事 1021万円
・学校給食センターの運営 980万円
・防災用備蓄物資の整備 440万円
・市道消雪装置の管理 92万円
　交付金合計 8251万円

　防衛施設周辺整備事業
　饗庭野演習場周辺地域の生活環境の整備を行
うため、防衛省からの補助金・交付金を受け、
各種事業を実施しました。

　民生安定助成事業
・次期防災行政無線システム
   整備工事実施設計 3318万円

　調整交付金事業
・公立保育園の運営 8530万円

・子ども医療費の助成 3150万円

・馬場川河川改修 2600万円

・公民館の運営 1900万円

・市道保坂杉山線道路改良・舗装　 1863万円

・ICT 教育機器の通信料等　 1600万円

・市道下古賀 9 号線舗装修繕 400万円
・市道上下古賀線消雪施設整備
　（R5 へ繰越） 31万円

　補助金・交付金合計 ２億3392万円

臨時財政対策債

　主な事業
▼コロナ対策支援事業
　 地域通貨アイカの配付や市内宿泊事業者等の支援などの支援 ５億 1506万円

▼電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金給付事業
　 住民税非課税世帯等に１世帯当たり５万円の価格高騰緊急支援給付金を支給 ２億 6183万円

▼新型コロナウイルスワクチン接種事業
　 新型コロナウイルスワクチン接種体制の確保など ２億　308万円

▼住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事業　　　
　 住民税非課税世帯等に１世帯当たり 10 万円の臨時特別給付金を支給 １億 3461万円

▼子育て世帯生活支援特別給付金給付事業
　 児童扶養手当を受給しているひとり親世帯等および低所得の子育て世帯（ひとり
　 親世帯以外）に対し児童１人当たり５万円の特別給付金を支給

5124万円

▼医療機関・福祉施設等への物価高騰対策支援事業
　 市内の医療機関・福祉施設等を対象に燃料費等を支援 2428万円

【原油・物価高騰等対策から】

防 　衛　 省
（ 民 生 安 定 助 成 事 業 ）
（ 調 整 交 付 金 事 業 ）
（訓練移転等交付金事業）
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